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今後の除染・中間貯蔵施設・放射性物質汚染廃棄物処理事業の適正な実施に向けた 

企業統治の強化及びコンプライアンスの再徹底について（要請） 

 

 

 標記については、平成 29 年 6 月 9 日付（環水大総発第 1706093 号）環境大臣通知、平

成 29 年 10 月 4 日付（環循事発第 1710041 号）環境省環境再生・資源循環局長通知、令

和２年 9 月 2 日付（環循事発第 2009021 号）環境省環境再生・資源循環局長通知によ

り、会員企業の企業統治の強化及び法令遵守の徹底を改めて図るよう要請したところで

す。 

それにもかかわらず、この度、過去に環境省が発注した放射性物質汚染廃棄物関係工事

に関連する元請事業者の元社員が、当該事業の下請事業者から金銭を受領したものの、確

定申告を提出せず所得税を免れたとして所得税法違反で仙台地方検察庁より起訴されると

いう不正が再び判明しました。 

こうした行為は、福島の環境再生事業全体に対する地域住民及び国民の不安・懸念を増

幅させ、社会的信頼の失墜につながるものです。 

貴団体におかれては、このような認識の下、会員企業の企業統治の強化及びコンプライ

アンスの徹底を図っていただくよう改めて強く要請します。 

 


